
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料５ 

新たな交通システム導入検討調査結果（概要） 

 

＜概要＞ 

平成 21 年度に検討した新たな交通システムの導入検討について 

その検討内容、結果及び課題を整理する。 
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空間 名称 システム概要 走行イメージ 停留所イメージ 

路
面
に
導
入 

ＢＲＴ 

在来バスを高度化した交通システム 

◇低床型の高機能バス(２両連結の連接バス等)が主に

道路上に設けられた専用空間を走行。 

◇停留所は地上に設置。 

◇バス車両を使用するので、郊外などで一般道路への

乗入れも可能。 

  

ＬＲＴ 

従来の路面電車を高度化した交通システム 

◇低床型路面電車が道路上に設置された線路を走行。

◇停留所は地上に設置。 

◇線路を整備しないと運行できないが、電気を動力とす

るため車両から排気ガスを排出しない。 

  

高
架
軌
道
新
設 

小型 
モノレ
ール 

従来モノレールよりも車両を小型化し、 

                  建設費を安くしたシステム 

◇道路上に設置された高架構造物上(線路）を走行。 

◇信号の影響を受けないので速度は速くなるが、利用

者の上下移動が必要となる。 

◇一般的に路面系システムに比べ駅間は長くなる。 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

車両の特徴 
その他 

(*片側２分間隔の運行と設定した場合) 
車両イメージ 

○２両連節のバス（ノンステップ） 

○低床車両による段差のない乗降 

○ゴムタイヤ 

 

 

○乗車人数 ： 約 115 人 

※LRT，小型モノレールと同程度の混

雑度合とした場合 

○表定速度 ： 20km/h 

○輸送力*  ： 3,450/時・片側 

○停留所間隔： 500m 

○２両編成車両（ノンステップ） 

○低床車両による段差のない乗降 

○音や振動の小さな構造 

○鉄輪 

 

○乗車人数 ： 約 120 人 

※定員の 150％乗車の場合 

○表定速度 ： 20km/h 

○輸送力*  ： 3,600/時・片側 

○停留所間隔： 500m 

○２両編成車両 

○段差のない乗降 

○音や振動の小さな構造 

○ゴムタイヤ 

○乗車人数 ： 約 130 人 

※定員の 150％乗車の場合 

○表定速度 ： 30km/h 

○輸送力*  ： 3,900/時・片側 

○停留所間隔： 1,000m 

 
 
 
 
 
 
 
 

鉄道の輸送力よりは 
小さい 

モノレール・   

新交通システム 

新たな交通システムの検討・評価・課題 （１）新たな交通システムの種類と導入区間 

新潟市における新たな交通システムの検討について、基幹公共交通軸を中心に、BRT、LRT、小型モノレールの導入を想定して検討を行った。 

＜検討する交通システム＞ 

｢新たな交通システム｣の種類には、モノレールや AGT（新交通システム）など様々なシステムがあるが、今

回は基幹公共交通軸での輸送力に見合ったシステムとして、現在の基幹バスを高度化した BRT と、軌道を敷

設する LRT、また高架系システムのなかでも建設費が比較的安い小型モノレールを対象に比較評価を行う。 

＜路線設定＞ 

新たな交通システムの路線を基幹公共交通軸上に設定することとし、主要拠点間の連携や都心軸など路線の

特徴を踏まえ、A～Dの４つの区間に分けた。 

今回検討の対象とする新たな交通システム 

新たな交通システムの路線設定 

○幅  ：約 2.5m

○全長：約 18m 

○高さ ：約 3m 

○幅  ：約 2.5m

○全長：約 18m 

○高さ：約 3.5m 

○幅  ：約 2.5m

○全長：約 20m 

○高さ ：約 4.5m

輸送規模が大きくなるにつれ、費用も大きくなる

ため都市規模に応じた適切な規模を選ぶ 

新潟市では、基幹公共交通軸（バス）の輸送力

を拡大するシステムが適切 

 

 

新たな交通システムの種類と特徴 

輸送規模 

費
用 

鉄道･地下鉄 

【出典】   ｢まちづくりと一体となったＬＲＴ導入ガイダンス｣（2005 年 ㈳日本交通計画協会）を参考 
     

小型モノレール 

LRT 

BRT 

既存バス 

既存バスの輸送力を拡大 
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区 間 １ 区 間 ４ 
◆想定結節点 

 新潟駅 
 鳥屋野潟南部 
◆想定路線 

 弁天線 30m 
 鳥屋野潟公園線 55m 
◆主な課題 

・新潟駅部やバイパスとの交差への配慮 
 
 
 
 

◆想定結節点 

 県庁 
 鳥屋野潟南部 
◆想定路線 

 小張木関屋線 30m 
 女池嘉木線 48m 
◆主な課題 

・女池 IC、新潟中央 IC と都心部を結ぶメインルートで

あり、自動車交通への配慮が必要 
・新幹線やバイパスとの交差への配慮 

区 間 ２ 区 間 ５ 

◆想定結節点 

 新潟駅  万代 
 古町   市役所 
◆想定路線 

 新潟停車場線(東大通) 50m 
 萬代橋通線（柾谷小路 27m）〔東中通 22m〕 
 〔小型モノレール：柳都大橋付近を想定〕 
◆主な課題 

・システムによって、若干のルート変更が必要。（BRT、
LRT は萬代橋、小型モノレールは信濃川架橋を想定） 

・古町~市役所間はルート設定を含め、検討が必要 
・万代広場との整合性への配慮 
 
 

◆想定結節点 

 新潟駅 
 県庁 
  
◆想定路線 

 出来島上木戸線 16～22m 
    (笹出線) 

 

◆主な課題 

・新幹線と交差する箇所での配慮 
・導入空間の確保 

区 間 ３ 区 間 ６ 

◆想定結節点 

 市役所 
 白山駅 
◆想定路線 

 〔国道 116 号 22m〕 
◆主な課題 

・未整備の都市計画道路などとの調整 
・市役所～白山駅～関屋間はルート設定を含め、検討が

必要 
・JR 越後線との交差への配慮 
 

◆想定結節点 

 万代 
 万代島 
◆想定路線 

 東港線（国道 113 号）22m 
 国道 350 号 28m 
◆主な課題 

・国道 113 号の導入空間の確保 
・万代島ルート線との交差への配慮 

  

2.75m×6 4.5m 4.5m 
0.75m 

歩道 歩道 

0.75m 
3.5m×45.5m 5.5m

2.5m

歩道 歩道

2.5m

新たな交通システムの検討・評価・課題 （２）導入空間 

各システムの導入空間について、単路部及び駅部にて必要となる幅員を示し、実際に導入ルートにおいて課題となる箇所について抽出した。 

自歩道 
3,500 

10,600 
車 道 
4,000 

12,100 
軌 道 
6,200 車 道 

4,000 停留所 
1,500 自歩道 

3,500 歩道 歩道 

＜導入の際に課題となる箇所＞ 
各システムともに、単路部では概ね導入空間を確保できるが、駅や停留所を設置する際に道路改良が必要な

箇所がある。また、地下埋設物や高架構造物の導入課題の考慮が必要であり、小型モノレールは上部構造物の

支障が多い。 

導入空間の検討項目 

歩道 

標準な断面と必要幅員 

導入空間に関する課題抽出 

 ○走行路の設置可否 ： 道路幅員 

○走行路の設置可否 ： 地下埋設物、高架構造物、主要交差点走行 

LRT 

単路部：21.2m 駅部：24.2m 

※ BRT、LRT については歩道幅員 3.5m、2 車線確保を前提に決定 

10,000 

自歩道 
3,500 

12,500 

車 道 
4,000 車 道 

3,500 車 道 
6,500 停留所 

1,500 自歩道 
3,500 

BRT 

単路部：20.0m 駅部：25.0m 

歩道 歩道 

総幅員（片側） 
16,500 総幅員（片側） 

9,850 

6,505 
3,005 

車 道 
4,600 自歩道 

3,500 自歩道 
5,750 

10,000 

3,500 6,690 

車 道 
7,500 

2,875 

1,750 1,750 植樹帯 
1,500 歩道 歩道 

単路部：19.7m 駅部：33.0m 

小型モノレール 

区間5

■ 接続拠点や沿線施設、走行する導入空間の整理。 
■ システムの走行形態や導入空間を明確化するため

の基礎情報を整理。 

区間１

区間 2区間3

区間 4 

区間 6

区間5

停留場と道路境界と

の水平距離は原則と

して 10m 以上必要 

6,500 

3,000 

9,845 

4,595 

区間の整理ポイント 
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ケース BRT LRT 小型モノレール 

運

行

条

件 

整備区間 全区間／区間 A 全区間／区間 A 全区間／区間 A 

運行条件 駅間 500m 500m 1000m 

運行計画 

運行速度 20km/h 20km/h 30km/h 

運行時間 
運行時間 18 時間（6 時～24 時） 18 時間（6 時～24 時） 18 時間（6 時～24 時） 

ピーク時 2 時間（7 時～9 時） 2 時間（7 時～9 時） 2 時間（7 時～9 時） 

運行本数 通常 ： 6 本/h   〔ピーク ： 16 本/h〕 通常 ： 6 本/h   〔ピーク ： 21 本/h〕 通常 ： 6 本/h   〔ピーク ： 18 本/h〕 

料金設定 
ケース１ 現状運賃（初乗 200 円 4km まで 以降 40 円/km）  

ケース２ 政策運賃（初乗 100 円 2km まで 以降 40 円/km） 

ケース１ 現状運賃（初乗 200 円 4km まで 以降 40 円/km）  

ケース２ 政策運賃（初乗 100 円 2km まで 以降 40 円/km） 

ケース１ 現状運賃（初乗 200 円 4km まで 以降 40 円/km）  

ケース２ 政策運賃（初乗 100 円 2km まで 以降 40 円/km） 

平行バス 

路線 

基幹公共交通軸 BRT に置き換え LRT に置き換え 半数に減便 

骨格幹線バス 
半数を BRT 専用空間へ直通する 

（半数は一般車線へ直通する） 

半数を LRT フィーダー路線と設定 

（半数は一般車線へ直通する） 

半数を小型モノレールフィーダー路線と設定 

（半数は一般車線へ直通する） 

その他幹線バス 一般車線へ直通する（乗換ポイントも設定） 一般車線へ直通する（乗換ポイントも設定） 一般車線へ直通する（乗換ポイントも設定） 

パークアンドライド（方面） 骨格幹線バス、その他幹線バス（6 方面） 骨格幹線バス、その他幹線バス（6 方面） 骨格幹線バス、その他幹線バス（6 方面） 

路線イメージ 

 
 
  
 
 
 
 
  
 

需要予測における前提条件として基幹公共交通軸上に新たな交通システムを設定し、都心と郊外間を連携する骨格幹線軸（①内野･小針、②大野･白根、③松浜･河渡、④下木戸･一日市4方面)は、新たな交通システムと連携をとれるよう設

定した。  

新たな交通システムの検討・評価・課題 （３-１）需要予測等における前提条件 

需要予測等における前提条件 

利用方法 

基幹公共交通軸 骨格幹線軸・その他郊外路線

 

 

 

② バス（もしくは鉄道端末）の場合 

① 自家用車の場合 

＜選択できる交通手段＞ 

基幹公共交通軸上に新たに運

行される新たな交通システム

と、既存の交通（バス、自家用

車）のいずれかを利用できる。 
② バス（もしくは鉄道端末）の場合 

① 自家用車の場合 

＜選択できる交通手段＞ 

新たな交通システムに接続する

フィーダーバスや自家用車（パ

ークアンドライド）で乗換ポイント

まで移動し、新たな交通を利用

できる（BRT のみは郊外まで乗

入れするため乗換不要）。 

 

 

 

骨格幹線バス 
（専用空間乗入）

骨格幹線バス 
（一般車線乗入） 

骨格幹線バス 
（一般車線乗入）

骨格幹線バス 
（一般車線乗入）

南長潟南長潟 南長潟市民病院   

（鳥屋野潟南部） 
市民病院  

（鳥屋野潟南部）

市民病院   

（鳥屋野潟南部） 

フィーダー路線と 

小型モノレールの乗換ポイント
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32,126 (100.0%) 49,497 (100.0%) 44,778 (100.0%) 34,423 (100.0%)

27,328 (85.1%) 27,328 (55.2%) 27,328 (61.0%) 19,354 (56.2%)

自家用車 6,029 (18.8%) 6,029 (12.2%) 5,908 (13.2%) 4,645 (13.5%)

バス 17,379 (54.1%) 34,547 (69.8%) 30,106 (67.2%) 19,855 (57.7%)

鉄道 8,718 (27.1%) 8,921 (18.0%) 8,764 (19.6%) 9,923 (28.8%)

37,881 (100.0%) 55,742 (100.0%) 50,702 (100.0%) 42,728 (100.0%)

31,848 (84.1%) 31,848 (57.1%) 31,848 (62.8%) 25,307 (59.2%)

自家用車 8,171 (21.6%) 8,171 (14.7%) 7,983 (15.7%) 6,557 (15.3%)

バス 17,406 (45.9%) 35,040 (62.9%) 30,363 (59.9%) 22,498 (52.7%)

鉄道 12,304 (32.5%) 12,531 (22.5%) 12,356 (24.4%) 13,673 (32.0%)

ケース

ケ
ー

ス
２

政策運賃
(初乗り100円)

ケ
ー

ス
1

現状運賃
(初乗り200円)

計

現状の代表
交通手段

(うち基幹公共交通軸分)

現状の代表
交通手段

計

(うち基幹公共交通軸分)

BRT
LRT 小型モノレール

骨格幹線除く 全体

 
 
 

 

16,908 (100.0%) 33,454 (100.0%) 29,444 (100.0%) 21,458 (100.0%)

14,315 (84.7%) 17,684 (52.9%) 16,821 (57.1%) 11,886 (55.4%)

自家用車 2,802 (16.6%) 2,802 (8.4%) 2,760 (9.4%) 3,042 (14.2%)

バス 9,820 (58.1%) 25,779 (77.1%) 22,255 (75.6%) 12,656 (59.0%)

鉄道 4,286 (25.3%) 4,873 (14.6%) 4,429 (15.0%) 5,760 (26.8%)

20,513 (100.0%) 37,624 (100.0%) 33,219 (100.0%) 27,418 (100.0%)

17,180 (83.8%) 20,718 (55.1%) 19,750 (59.5%) 16,146 (58.9%)

自家用車 4,066 (19.8%) 4,066 (10.8%) 4,007 (12.1%) 4,383 (16.0%)

バス 9,863 (48.1%) 26,320 (70.0%) 22,467 (67.6%) 14,679 (53.5%)

鉄道 6,584 (32.1%) 7,238 (19.2%) 6,745 (20.3%) 8,356 (30.5%)

(うち基幹公共交通軸分)

現状の代表
交通手段

ケース

ケ
ー

ス
２

政策運賃
(初乗り100円)

計

(うち基幹公共交通軸分)

現状の代表
交通手段

ケ
ー

ス
1

現状運賃
(初乗り200円)

計

LRT 小型モノレール
骨格幹線除く 全体

BRT

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

＜概要＞ 

新たな交通システムの需要予測の結果、利用者数は、BRT＞LRT＞小型モノレール＞BRT（骨格幹線乗入分を除く）の順となり、利用者が多い区間は各システム共に新潟駅～市役所間であった。 

＜利用者数の比較＞ 
郊外から直接乗入れが可能な BRT の利用者が最も多く、全区間整備･現行運賃（ケース 1）で 4.9 万人である。

（BRT の骨格幹線バス路線の乗入分を除くと、3.2 万人と最も少ない。）小型モノレールは駅間が長く高架駅の

ため、駅までのアクセス時間が長くなり、利用者数が現行運賃で 3.4 万人と最も少ない。また、現状の代表手

段別にみると、バスからの転換が多く、自家用車からの転換は１～２割程度と各ケース共に少ない。 

＜区間別・発着地別利用者数＞ 
利用者の最も多い区間は、新潟駅～万代シティバスセンターであり、新潟駅～市役所間の利用者は各システ

ム共に 1万人以上である。 

また、利用者の発着地を見ると、基幹公共交通軸が最も多い。一方では、郊外方面からの利用者が各システ

ム共に 4割程度を占める。 

利用者数（全区間整備） 

利用者数（区間 A 整備） 

区間別利用者数 （全区間整備、現状運賃：初乗 200 円） 

小型モノレール LRT 

BRT
BRT（骨格幹線からの乗入除く）

発着地別利用者数 （全区間整備、現状運賃：初乗 200 円） 

55.2%

61.0%

56.2%

40.5%

34.2%

37.7%

4.3%

4.8%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BRT

LRT

小型モノレール

基幹公共交通軸 骨格幹線軸 その他郊外路線

新たな交通システムの検討・評価・課題 （3-２）需要予測結果概要 

鉄道端末 
(バス) 

鉄道端末 
(バス) 

鉄道端末 
(バス) 

鉄道端末 
(バス) 

単位：人／日

単位：人／日
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区間A 全区間 区間A 全区間 区間A 全区間
インフラ部 12.6 23.5 89.6 172.9 438.0 779.9
インフラ外部 37.5 66.8 170.1 323.3 230.2 404.6
建設費計 50.2 90.4 259.7 496.2 668.2 1,184.5

20.1 21.1 22.0 24.5 38.3 43.0
初期投資計 70.3 111.5 281.7 520.8 706.4 1,227.5

3.3 6.4 8.2 15.8 12.6 22.9
※1　新潟駅の南北連絡、地下埋設蚋、河川断面に関する整備費用は含まない。 単位：億円

小型モノレール

年間維持管理費

項目
BRT LRT

初
期
投
資

建設
設備

用地

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

新たな交通システムの検討・評価・課題 （4）概算事業費・事業採算性 

＜概要＞ 

新たな交通システムの初期投資費や維持管理費について算出し、各システムの事業化の可能性について当該条件設定のもと検討した結果、BRT はほとんどのケースにおいて採算性がとれたもの、LRT は公設民営でのみ採算性がとれ、小型

モノレールはすべてのケースで採算性がとれなかった。 

＜概算事業費＞ 

各システムの概算事業費について、線路、駅、車両など初期投資費と人件費や施設維持費など維持管理費の

試算を行った結果、BRT が最も安く、以下 LRT、小型モノレールの順である。 

＜事業採算性＞ 
運賃収入のみでは維持管理費用や初期投資費用を賄えない場合も想定されるため、国の補助制度を活用する

とともに、以下の前提条件において事業採算性を検討した。その結果、BRT は１ケース以外のすべてのケース

で採算性がとれる。LRT は従来型方式のケースで，小型モノレールは全ケースで採算性がとれない。 

各システムの事業採算性 

新たな交通システムの事業方式 新たな交通システムの運行に掛かる費用項目 

 〔初期投資費〕 

○インフラ部 

線路や橋の建設、駅やバス停の整備 

○インフラ外部 

車両、車両位置、信号、駅案内設備など 

○用地費        

車庫基地、走行空間用地 

               など  

〔維持管理費〕 

○ 人件費 

運転者、保守管理などの人件費 

○ 施設維持費 

線路、軌道などの維持費 

○ 車両更新費        

など 

 

各システムの概算事業費 

各システムの費用項目 

運行期間の前提条件 

〔建設期間〕 

各システムの建設期間に応じ設定 

 （BRT＜LRT＜小型モノレール） 

〔運営期間〕 

30 年 

〔施設（車両）更新〕 

実情を考慮して、BRT は運営期間内に

2 回、LRT･小型モノレールは 1 回と設定。

※公設民営方式：更新費は市負担 

  従来型方式 ：更新費は事業者負担 

小型モノレール 

LRT 

BRT 

 

 

 

 

区

間

A

整

備

 

 

 

 

全

区

間

整

備

単位：億円

 

 

③ 用地費 

走行空間等の用地取得費用  ・車庫用地  ・走行レーン用地・補償費 

② インフラ外部 

走行空間以外の車両・施設に関
する費用 
 
・車両  ・車庫基地、給油設備 
・信号通信設備(PTPS、バスロケ) 
・駅設備（案内表示、券売機等） 

① インフラ部 

BRT 走行空間に関する費用 
 
・舗装（道路打ち換え、カラー舗装） 
・主要バス停 

④ 維持管理費 

BRT 運行に関する費用 
 
・走行レーン、バス停管理 
・車両保存費 
・運転費（列車運行）、 
・運輸費（駅、信号所等の運営） 

② インフラ外部 

走行空間以外の車両・施設に関
する費用 
 
・車両  ・車庫基地、変電所 
・信号通信設備(列車無線等) 
・駅設備（案内表示、券売機等） 

① インフラ部 

LRT 走行空間に関する費用 
 
・路盤整備   
・特殊部（橋梁等） 
・電停 

③維持管理費 

LRT 運行に関する費用 
 
・線路保存費、電路保存費 
・車両保存費 
・運転費（列車運行）、 
・運輸費（駅、信号所等の運営） 

③ 用地費 

走行空間等の用地取得費用  ・車庫用地  ・走行レーン用地・補償費 

6,505 
3,005 10,000

3,500 6,690 
2,875 単路部：19.7m 

② インフラ外部 

走行空間以外の車両・施設に関
する費用 
 
・車両  ・車庫基地、変電所 
・信号通信設備(列車無線等) 
・駅設備（案内表示、券売機等） 

① インフラ部 

小型モノレール走行空間に 
関する費用 
 
・高架軌道（支柱・軌道桁）、分岐機
・橋梁部 
・駅 

③維持管理費 

小型モノレール運行費用 
 
・線路保存費、電路保存費 
・車両保存費  
・運転費（列車運行）、 
・運輸費（駅、信号所等の運営） 

③ 用地費 

走行空間等の用地取得費用  ・車庫用地  ・走行レーン用地・補償費 

車庫 走行空間

従来型方式 国＋地方 事業者 事業者 国＋地方 事業者

公設民営方式 国＋地方 国＋地方 国＋地方 国＋地方 事業者

【凡例】

　　　　　　　…国・地方における補助・負担項目

　　　　　　　…事業者における負担項目

　※１　基本的には事業者負担とするが、事業者への国庫補助制度（協調補助含む）がある項目に限り、補助内容を含む。

　※２　インフラ部のみ公共が整備する従来型の事業方式である

初期投資費
年間維持
管理費インフラ部 インフラ外部

用地費

※１※２

従来型 公設民営 従来型 公設民営 従来型 公設民営
事業者 31.7 0.0 59.6 0.0 236.1 0.0

国 20.9 38.7 116.4 154.9 258.7 388.5

市 17.7 31.6 105.6 126.7 211.6 317.9

計 70.3 70.3 281.7 281.7 706.4 706.4

年間維持管理費 3.3 3.3 8.2 8.2 12.6 12.6

年間運賃収入 11.5 11.5 14.4 14.4 10.5 10.5

○ ○ × ○ × ×

82.6 141.7 -102.1 106.7 -952.2 -65.1

4年目 1年目 不可 1年目 不可 不可

事業者 31.7 0.0 59.6 0.0 236.1 0.0

国 20.9 38.7 116.4 154.9 258.7 388.5

市 17.7 31.6 105.6 126.7 211.6 317.9

計 70.3 70.3 281.7 281.7 706.4 706.4

年間維持管理費 3.3 3.3 8.2 8.2 12.6 12.6

年間運賃収入 8.1 8.1 10.2 10.2 8.3 8.3

○ ○ × ○ × ×

24.4 83.5 -226.8 33.8 -1,015.6 -128.5

9年目 1年目 不可 1年目 不可 不可【参考】　累積損益黒字化

ＢＲＴ ＬＲＴ 小型モノレール

ケース1
（初乗200円)

初期投資費

事業採算性

【参考】　累積損益

【参考】　累積損益

【参考】　累積損益黒字化

事業採算性

ケース２
（初乗100円)

初期投資費

従来型 公設民営 従来型 公設民営 従来型 公設民営
事業者 55.6 0.0 113.2 0.0 415.3 0.0

国 30.1 61.3 213.4 286.4 446.7 675.1

市 25.8 50.2 194.2 234.3 365.5 552.4

計 111.5 111.5 520.8 520.8 1,227.5 1,227.5

年間維持管理費 6.4 6.4 15.8 15.8 22.9 22.9

年間運賃収入 15.6 15.6 21.6 21.6 16.6 16.6

○ ○ × ○ × ×

50.2 159.7 -370.1 100.4 -1,777.7 -189.3

8年目 1年目 不可 1年目 不可 不可

事業者 55.6 0.0 113.2 0.0 415.3 0.0

国 30.1 61.3 213.4 286.4 446.7 675.1

市 25.8 50.2 194.2 234.3 365.5 552.4

計 111.5 111.5 520.8 520.8 1,227.5 1,227.5

年間維持管理費 6.4 6.4 15.8 15.8 22.9 22.9

年間運賃収入 12.1 12.1 15.7 15.7 13.1 13.1

× ○ × × × ×

-21.4 98.1 -547.1 -4.7 -1,885.4 -298.0

不可 1年目 不可 不可 不可 不可

【参考】　累積損益

ＢＲＴ ＬＲＴ 小型モノレール

ケース1
（初乗200円)

初期投資費

【参考】　累積損益黒字化

【参考】　累積損益

ケース２
（初乗100円)

初期投資費

【参考】　累積損益黒字化

事業採算性

事業採算性

※新潟駅の南北連絡、地下埋設物移設に関する整備費用は含まない。 
新潟駅部や地下埋設物移設、河川断面等についてルート・導入空間によって大きく変わるため、検討段階に応じて精度を高め

て精度を高めていく必要がある。 

6.3 6.3 

-13.7 51.8 

8.2 8.2 

26.5  85.6 

不可 

×



- 6 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新たな交通システムの検討・評価・課題 （５）まとめ・課題 

調査結果をもとに、各評価項目について整理した。 

＜今後の課題＞ 
今後、新たな交通システムの導入に向けて、様々な視点から新潟市にふさわしい交通システムについて総合的に検討する必要がある。 

また、市民や関係者の合意形成を図るとともに、具体化に向けた検討（導入ルート、導入空間、運行形態、既存バス路線との整合性、交通結節機能等）や事業化に向けた検討（事業や運営のあり方）を進め、全市的な交通政策

の観点から誰もが移動しやすい交通環境の実現に向けて取り組んでいく。 

各システムの評価項目 


